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概 要 
オフライン空間のリアルな店舗は実質的な購買が起きる顧客接点であり、流通チャネルの主要な要素として
長年、確固たる存在であり続けてきた。しかし近年、オンライン上の販売チャネルが飛躍的に拡大し、成長す
る中で、消費者購買チャネルも多様化し、店舗の存在意義が改めて問われている。他方で、Amazon や Alibaba
の事例に見られるように、オンライン企業が次第にオフラインへ領域を拡張させ、オンラインとオフラインの
長所を融合させた次世代型店舗を展開するという状況も生じている。 
本研究は、O2O がさらに進展した時代を O4O 時代と称し、O4O 時代における次世代型店舗のビジュアル・
マーチャンダイジング・デザイン(Visual Merchandising Design, VMD)のあり方を明らかにすることを目的とし
ている。VMD のあり方については、AIDCA モデルおよび AISAS モデルを基にした新しい消費者行動モデル
を作成して分析する。また、VMD についてはビジュアル・プレゼンテーションの考え方を導入し、VMD 視点
の 7 項目を設定した。 
研究の方法論としては複数事例研究を実施し、日本と韓国の次世代型店舗 3 店舗を対象に事例分析を行った。
訪問調査を行ったのは、株式会社 JINS の JINS BRAIN Lab.エキュート上野店、衣類ブランド LAB101 の無人店
舗、株式会社 Lotte Shopping の H&B ストア On and the Beauty である。 
分析の結果、全店舗で消費者購買行動プロセスに一致する適切なビジュアル・プレゼンテーション要素が店
舗の中に構成され、その手段として ICT 技術を利用した新たなショッピング経験を提供しようとする試みが見
られた。その一方で、オンラインとオフラインを自由に行き来する消費者の購買行動プロセスの設計という観
点からは課題も残している。企業の技術力や情報力をオフラインの店舗に展開するに当たっては、単なる興味・
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関心の喚起にとどまらず、情報の検索から購買の確信へとつながる過程で、信頼性のある情報を提供すること
が重要である。そのためには、消費者購買行動プロセスのどの部分をどのように実現するのかという踏み込ん
だ考察と設計、そしてその実現が必要である。現代の消費者は、自らバイラルマーケティングを行うマーケテ
ィング・メディアでもあるため、消費者に印象深いショッピング経験を提供することも考慮しなければならな
い。そのため、店舗デザインの構成において、より消費者が発信しやすい VMD 戦略を実施するという視点も
必要となる。 
本研究の学術的な貢献は、マーケティング分野のオムニチャネルあるいは O2O 研究に対し、リアル店舗の役
割を顧客経験の提供ととらえ、さらに VMD という観点から具体的に明らかにした点にある。O4O 時代の VMD
をとらえるフレームワークを提案し、日本と韓国の 3 つの事例分析を通じて、店舗を実際に訪問して検証を行
った点も本稿の貢献である。 
本稿の発見事項を基に実務に応用する際の実践的な示唆としては、まず ICT の仕組みを活用することを推奨
したい。マスメディアが媒体として衰退する中、今後、期待できるのは SNS である。リアル店舗を設計する際
にも、消費者をメディアととらえ、自然なクチコミが広がるような体験要素を店内に意図的に散りばめる工夫
が必要である。そうした自然発生的な情報こそが、信頼性の高い情報としてブランドの価値を高め、そのブラ
ンドならではの顧客体験を向上させる。O4O 時代の店舗の売り場は、消費者のバイラル・マーケティングを発
生させ、拡散させる場としての新たな価値を有するといえる。 
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第 1章 はじめに  
電子商取引の規模がグローバルに急速に拡大し、伝統的な大手小売企業も苦境に立って
いる。米国の調査機関である Coresight Research によると、2018 年の 1 年間に米国で閉店
した大手小売チェーンの店舗数は 5864 店であり、2019 年は上半期だけで 7062 店であった
という。この流れが進めば、2020 年までに約 12,000 店が閉店すると予想されている。この
数値は 2007 年の世界金融危機時における閉店数の 6163 店を上回るものである。 
米国だけでなく、日本においても伝統的な大手小売チェーンは不振を極めている。そう
した中で、オフラインの実店舗の存在意義も改めて問われているのが昨今の小売業を取り
巻く状況である。 
一方、そうしたリアル店舗の状況にもかかわらず、注目すべきことに、オンライン企業
がオフラインに積極的に進出する傾向も近年、加速している。オンライン企業の強みであ
る IT 技術やビックデータの解析力などを活用し、ネット通販と実店舗の融合を図りつつ、
次世代型店舗型の出店を行う企業が増えているのである。たとえば、実店舗のショールー
ミング現象を逆に利用して、消費者の経験価値を満足させるような体験型店舗を出店する
例や、オンライン上で収集・蓄積したビッグデータに基づいてパーソナライズ化された情
報を提供する店舗などの例が挙げられる。 
従来、このようなオフラインとオンラインの融合は O2O(Online to Offline または 
Offline to Online)と呼ばれてきた。従来の O2O ビジネスは単にオンラインとオフラインの
チャネルを併用するものであった。それに対して米国の Amazon Go や中国の盒马鲜生を
代表例とする O4O は、電子商取引で得た市場のポジションを最大限に活用しつつ、オフ
ライン市場でさらに自らの影響力を拡大・強化させるために実店舗も出店し、オンライン
とオフラインの完全な統合を目的としている点で大きな違いがある。 
こうした動きは、O2O のさらに先を行くものであり、おもに韓国において、O4O(Online 
for Offline)と称されている。類似の呼称としては、OMO (Online Merged with Offline) も
用いられるが、本稿は韓国の店舗チェーンを調査対象としていることから、韓国で主流の
呼称を用いている。 
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伝統的な流通業者を取り巻く状況が厳しい中、加えてオンラインからの新しい流通業者
の参入は、その競争をさらに激化させることが予測される。と同時に、タッチポイントに
おける顧客経験を向上させるうえで、リアル店舗がこれまで培ってきた経営や組織の資産
や能力が逆に差別化要素となる可能性もある。その手がかりとして、本稿で注目するのが
ビジュアル・マーチャンダイジング・デザイン(Visual Merchandising Design, 以下、VMD)
である。 
以上の問題意識に基づき、本稿では、O4O 時代のリアル店舗のあり方について考察する
ために、ICT 技術を用いた次世代型店舗を展開している企業やブランドの実店舗について、
消費者の購買行動と VMD の観点から分析する。店舗内で行われている顧客の購買プロセ
スとＶＭＤとの関係性を把握し、次世代型店舗に必要な VMD の要素について明らかにす
ることがその目的である。 
以下、本稿の構成は次のとおりである。初めに O2O 時代と O4O 時代の動向について検
討し、消費者の購買プロセスにおいてオンラインとオフラインのそれぞれのチャネルが持
つ価値を定量的な資料を基に明らかにする。次に、先行研究を参考に VMD の定義と歴史、
機能についてまとめ、ビジュアル・プレゼンテーションの観点から細分化された VMD の
要素を説明する。 
さらに、AIDCA 理論と AIDSAS 理論を融合した新しい消費者購買プロセスのフレーム
ワークを構築し、VMD の観点から店舗における購買行動を評価するための項目を新たに
提案する。そのフレームワークと評価項目を用いて、日本や韓国の次世代型店舗 3 店に対
してフィールド調査を行い、各店舗を総合的に分析し、評価する。事例調査の対象は、図
表 1 に示したとおりである。最後に、以上の分析結果を踏まえて、本稿の示唆と課題につ
いてまとめる。 
図表 1 調査対象の企業と店舗 
企業 店舗名 業種 ブランド数 本社 
株式会社ジンズホールディングス JINS BRAIN Lab. 眼鏡 1 ブランド 日本 
LAB101 LAB101 衣類 1 ブランド 韓国 
株式会社 Lotte Shopping On and the Beauty 化粧品 マルチブランド 韓国 
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第 2章 オンラインとオフラインを融合する O4O 
第 1節 O2O から O4O へ 
第 1項 O2O の市場規模 
O2Oとは、Online to Offlineを意味し、IoTから収集された消費者のビッグデータをAI(人
工知能)等によって分析し、オンラインとオフラインとの有機的な連携を図ることである
(Jung, 2017)。オンラインの潜在顧客をオフラインの売り場に引き込む新たな方法として、
O2O はスマートフォンの普及とともに急速に成長を遂げてきた。以前は、消費者が自ら情
報を集めて個別的にやり取りをしたのに対し、O2O では大量の情報が 1 ヶ所に集められ、
すべてのやり取りが ICT のプラットフォーム内で簡単に進められる点が特徴である。 
O2O は当初、オムニチャネルとも呼ばれ、アメリカの百貨店メイシーズが 2011 年に E
コマースに進出したのが始まりである。したがって、初期は Offline to Online であった。
その後、Online to Offline の時代に移行し、Amazon や Alibaba を始めとするオンライン
企業の参入が始まった。 
図表 2 は、世界のモバイル決済市場の規模を前提に算出した O2O サービス市場規模に
関するデータである。O2O のプラットフォーム事業者の実質的な利益は、サービス事業初
期には取引代金の 10%程度であったが、競争が激化するにつれて 5%未満に下落し、近年
では平均 3%前後と見られている(KT 経済研究所, 2015)。この利益率を世界のモバイル決済
市場の規模(Gartner, 2012)に適用して計算したのが図表 2 の市場規模である。このデータ
によれば、今後の O2O 市場規模は、2020 年に 756 億ドル(8 兆 2,000 億円)に達するという。 
 
図表 2 O2Oの市場規模 
(単位：億ドル) 
区分 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 CAGR(%) 
市場規模 91.5 130.1 185.0 263.1 374.1 531.9 756.4 42.2 
注) Worldwide mobile payment transaction volume 2010-2017, Gartner(2012)、「O2O、コマースを越えて
On-Demand Economy へ」、KT 経済研究所(2015)から O2O プラットフォームの利益率を平均 3%に適用して算
定。 
出所) KISTI Market Report (2016) 
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第 2項 韓国における O4O  
近年、O2O から O4O へという流れが新たに生じてきた。O4O とは、Online for Offline
の略であり、既存のオンライン市場に限定された企業が、オフラインへ領域を拡大させ、
新たな収益を創出するオフライン集中型のビジネス・プラットフォームである。O4O は、
迅速で便利なオンライン上の体験価値をオフラインでも提供することを狙っている。最先
端の ICT 技術を用いることでリアル店舗の効率性を向上させ、消費者に新しい経験と価値
を提供する点が強調されている。 
O4O という言葉はおもに韓国で使われているが、この用語が韓国で新たに誕生した背景
には、韓国特有の状況がある。グローバル市場では E コマースの発展でオフラインが停滞
しているが、韓国の伝統的なオフライン企業は、非常に早い段階からオムニチャネルの重
要性を認識し、オンラインへの進出を積極的に行ってきた。その結果、現在では、同一の
企業がオンラインとオフラインの両方のチャネルを支配するようになったのである。 
そのため、韓国では後発であるオンライン企業が危機感を持ち、オフライン企業と差別
化してアイデンティティを確立するための差別化戦略として、オフラインに進出すること
になった。これが韓国で O4O という言葉が生まれた背景であり、2016 年頃からよく用い
られるようになった。 
一方、グローバルには、ビジネス雑誌エコノミストの別冊 The World in 2018 で、シノ
ベーション・ベンチャーズ CEO のカイ・フー・リー氏が「OMO サピエンスの登場」とい
う寄稿の中で提唱した OMO (Online Merged with Offline)の概念が広まりつつある(Lee, 
2017)。 同氏によれば、OMO とはオンラインとオフラインが融合した世界のことであり、
それを実現するのは、おもに 4 つの要素である。その 4 つとは、スマートフォンの急速な
普及、簡便な支払システム、安価で良質なセンサー、AI の進歩である。彼は中国における
モバイクや Di Di、Amazon Go といった事例を紹介している。 
以上のように、O2O からの発展形を表す言葉としては、韓国の O4O、グローバルな OMO
が共存しているが、本稿では、韓国の事例を主に扱うため、O4O を用いることにする。次
節では、OMO の事例としても取り上げられていた Amazon について、詳しく検討する。 
9 
 
第 2節 Amazon の事例 
第 1項 オンラインからオフラインへの展開 
最も代表的なO4O のモデルとしては、Amazon の無人コンビニエンスストアのAmazon 
Go がある。Amazon は 1995 年のドットコムブームの台頭とともに出現し、従来はオフラ
インの店舗中心に販売されていた本をオンライン販売に移行させ、世界最大のオンライン
書店に成長した。 
その後、同じビジネスモデルを他のさまざまな製品カテゴリーに展開し、多彩な品揃え
を実現させ、最安値で膨大なカテゴリーの商品を扱う巨大なデジタル流通企業になった。
新たに「アマゾンに占領された」という意味の Amazoned という造語が生まれたことから
も分かるように、崩れそうになかった巨大なグローバル流通企業でさえ存廃の危機に追い
込むほどの勢いである。 
EC 中心に展開してきたオンライン企業の Amazon が Amazon Go のようなオフライン
店舗を展開し始めたことは、意外にも思われる。しかし実は、Amazon のオフラインへの
拡張は、さほど新しいことでもない。図表 3にAmazonのオフライン店舗をまとめている。 
Amazonはすでに2007年には生鮮品の配達サービスのAmazon Freshをスタートさせて
いる。これを発展させ、2017 年にはオンラインで注文し、商品をオフライン店舗で 15 分
以内に引き取れる Amazon Fresh Pickup も始まった。 
2015 年には、オフラインの書店チェーンとして Amazon Books の第 1 号店をシアトル
に開店させている。Amazon Books は、オンラインの Amazon.com で得られたデータに
基づき、レビュー1 万個以上、評価 4.8 点(5.0 満点)以上という基準で選ばれた本のみを陳
列・販売している。 
2018 年には新たなコンセプトストアとして、ニューヨークに Amazon 4-star をオープン
した。Amazon 4-star は、自社サイト上の人気カテゴリーで評価 4 点以上の高い評価を受
けた商品のみを販売している。 
一方、2014 年に第 1 号店を出店した期間限定の仮店舗形態(ポップアップストア)である
Amazon Pop-up は、2019 年には全米 21 州 87 か所まで成長したものの、同年 3 月に全店
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閉鎖を発表した(1)。Amazon Pop-up は、ショッピングモールや百貨店、スーパーの一角に
店舗面積 10 坪ほどを使って店舗内出店する形で店舗数を増やしてきた。品揃えとしては、
Amazon のハードウェア製品である電子書籍リーダーの Kindle、タブレット PC の Fire、
スマートスピーカーのエコーなどの展示・販売が中心である。おもに商品の認知度を高め、
端末や製品の使い方を説明するためのタッチポイントであった。 
しかし、Amazon Books や Amazon 4-star の出店、および 2017 年に買収したホールフー
ズ・マーケットなど、Amazon にとってオフライン店舗がポップアップである必要はなく
なってきた。それが Amazon Pop-up からの撤退につながっている。 
以上のように、Amazon は単にオンラインとオフラインをつなぐという段階を終え、オ
ンラインで集めたデータに基づく顧客情報を始めとした種々の情報を資産として、オフラ
インでさまざまな店舗を展開する段階に入ってきている。まさに O4O の時代である。そ
してその究極的な形態が支払いまでを無人化した Amazon Go である。 
 
図表 3 アマゾンが運営しているオフライン店舗の例 
 
出所) https://www.amazon.com/find-your-store/b/?node=17608448011 
 
 
第 2項 Amazon Go 
Amazon Go は 2018 年 1 号店をシアトルにオープンして以来、2019 年 10 月現在、全米
で 16 店舗まで店舗数を増大させている。Amazon Go は Amazon の技術と経験を集約させ
た無人店舗である。店舗に人工知能技術と高度なセンサー技術を活用し、消費者に革新的
な購買経験を提供することを目指しているのが最大の特徴である。 
消費者の店舗経験は、次のような流れになっている。まずスマートフォンに Amazon の
                                                   
(1) ロイター「アマゾン、米国内ポップアップストア全て閉店へ 書店増設に力点」2019年 3月 7日付
https://jp.reuters.com/article/amazon-com-popup-stores-idJPKCN1QO01P 
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アプリケーションをダウンロードし、決済用のクレジットカード情報を入力すると個人識
別用の QR コードが生成される。その後、QR コードをスキャンして店内に入場する。店
舗の天井には数百台のカメラが設置されており、棚には重量センサーが取り付けられ、顧
客が選んだ商品の商品や数量を自動的に認識し、判別する。そのため、顧客が店舗の外に
出た瞬間、アプリケーションに登録されたカードで自動的に決済が完了し、レシートがス
マホに送られてくる。 
この技術は Just Walk Out Technology (ただ歩いて出るだけのための技術)と呼ばれ、並
ばない(No Lines)、計算しない(No checkouts)、レジを置かない(No registers)という 3 No
政策を標榜している。この技術は、単に人件費を節約するための無人店舗ではなく、オン
ラインとオフラインの長所を統合し、消費者が迅速かつ便利に製品を購入できるシームレ
スなショッピング経験(Seamless Shopping Experience)を実現している。これは、Amazon 
Go のようなジャスト・ウォーク・アウトの店舗だけが実現し、顧客に提供できる体験価
値である。 
一方、顧客に対してのみならず、企業にとってもメリットはある。企業側としては、レ
ジで必要な集計作業に代表される単純労働は人工知能に代替させ、従業員をより良い質の
サービスが提供できるような活動に携わらせることで、より創意工夫にあふれた売り場に
変えることができる。それが新たな顧客体験を生み、競争力につながるのである。 
Amazon の事例のみならず、オンライン企業がオフラインへチャネルを拡張させていく
現象はかなり以前から存在していた。ただし、顧客に新しい経験と価値を与え、収益を生
み出すための新たなビジネス機会を獲得するためには、オンラインとオフラインの長所と
短所を互いに補完しあう O4O の仕組みを備える必要がある。次節では、オフラインが持
つ経験価値について論じる。 
 
第 3節 オフラインが持つ経験価値 
ここ近年、企業はアナログ的な顧客経験をデジタル空間へと移行させるため、オンライ
ン上でいかに商品やサービスを提供するかに焦点を当ててきた。E コマースが急速に成長
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したことで、消費者はオンライン上での購買を優先するかのように思われがちだが、実際
にはリアルな店舗は変わらず購買の意思決定に大きい影響を与える重要なチャネルである。
Kotler, Kartajaya, and Setiawan (2017)も Marketing 4.0 の中で、デジタル化が進めば進むほ
ど、リアルな場での顧客経験が競争優位の源泉としてより重要になると指摘している。本
節では、オフラインの店舗購買が持つ経験価値について、種々のデータを基に考察する。 
図表 4 は、アメリカのマッキンゼー社が行った米国の消費者を対象とした調査の結果で
ある。この調査で、消費者が購買時にオンラインとオフラインのどちらのチャネルを選好
するかを尋ねた結果、オンラインを主に利用する割合はわずか 16%であった。これは、オ
フラインを主に利用する消費者(27%)、両チャネルを使う消費者(56%)と比べ、かなり低い
数値である。オフラインの実店舗での購買を選好する理由としては、購入する前に実際商
品を体験したい(72%)、実店舗での特典や割引が多いため(43％)、自分のための店員からの
接客をうけたいため(29％)などが挙げられていた(2)。 
 
図表 4 オンライン・オフラインのチャネル選好度 
 
出所) Periscope by Mckinsey, Survey of 1035 U.S. consumers aged between 18 and 70, 2018 
 
こういう状況は日本の場合も同様であり、むしろ日本は EC への移行はさらに進んでい
ない。全世界では、商取引市場規模に対しての EC 市場規模が 2018 年に 12.2％に達してい
                                                   
(2) Trade Time 2018 
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る(eMarketer, 2019)。アメリカの調査結果に比べれば低い数値であるが、グローバルには
少なくとも 10 人に 1 人は EC 中心に使っていると考えてもよい。同時に、EC は未だ市場
全体の 1 割程度であることにも留意しておく必要がある。 
一方、日本では、EC の成長率は前年比約 8％と急速に伸びているものの、2018 年時点
でも物販系は 9 兆 2,992 億円(EC 化率 6.2％)という極めて低い水準に留まっている(3)。図表
5 は、日本における EC 市場の成長を図示したものである。この図からわかるとおり、2010
年の物販系の EC 化率は 2.8%であり、8 年間で 3.4 ポイント増ではあるが、依然として 10％
未満である。 
図表 5 日本における EC市場の成長 
 
注) EC の市場規模には、物販系・サービス系・デジタル系を含む。EC 化率は物販系のみの数字。 
出所) 経済産業省(2018)より抜粋。 
さらに、2018 年の経済産業省の調査結果からは、多くの商品カテゴリーにおいて、消費
者が購買するチャネルは未だに実店舗が中心であることが分かる。図表 6 は、商品カテゴ
リーごとにオンラインとオフラインのどちらのチャネルがより選択されているかを比率で
                                                   
(3) 経済産業省(2018)「平成 30年度 我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備(電子商取引に関する市
場調査)」による。 
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表したものである。 
この結果によれば、オンラインの購買比率が 30%を超える上位 3 つのカテゴリーは「事
務用品、文房具」「生活家電、AV 機器、PC・周辺機 器等」「書籍、映像・音楽ソフト」
である。たとえば文房具の場合、製品の製造技術が一定の水準で達成されており、価格の
変動も少なく、画期的なイノベーションが起こづらい。生活家電も、製品仕様を数値的に
明確に定量化することができる。書籍や映像・音楽は、チャネルに依存しない不変かつ固
有のコンテンツを持っている。これらの理由からオンラインで購買される割合が高いこと
が推測できる。 
一方、オンラインの購買比率が 10％未満の下位カテゴリーは「食品、飲料、酒類」「自
動車、自動二輪車、パーツ等」「化粧品、医薬品」であった。これらのカテゴリーは、購
買者が五感を利用して直接、商品を確認し、体験することが購買の意思決定に大きく影響
するという共通点がある。 
色や触り心地・味・匂いなどは定量化が難しいため、消費者がオンライン上の情報だけ
で購買の意思決定を行うには、明らかに限界がある。したがって、人間の五感を刺激する
という役割を担う限り、実店舗が今後も有効な販売チャネルとして存在し続けることが予
想される。 
図表 6 B to C-EC市場のオンラインとオンラインの割合 
 
出所) 経済産業省(2018)「平成 30 年度我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備」より作成。 
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しかし一方で、O2O の時代から O4O の時代へと変化する大きな流れの中で、議論の焦
点はデジタル情報をいかに活用するかに偏り、実店舗で人間の五感を刺激するには、どの
ような構成要素を設定した店舗を展開すべきなのかという点が置き去りにされている。 
たとえば、ただ単に他社の先行事例を模倣して、流行しているから、未来志向的な雰囲
気を出せるからと言って、各種のセンサーやカメラ、デジタルデバイスなどを店舗に設置
するだけでは、消費者の購買行動の本質を見失うことになりかねない。店舗での体験を重
視する賢明な消費者であれば、そのような店舗からはすぐに離脱してしまうであろう。 
こうした事態を避けるためには、オンラインの時代だからこそ、ビックデータを基にし
た ICT 技術に加えて、オフラインで顧客の購買経験を豊かにするための店舗設計が必要で
ある。そして、その知見は、ビジュアルマーチャンダイジング(VMD)から得られるという
のが本稿の主張である。次章では、VMD の概念について詳しく紹介していく。 
 
第 3章 VMD と消費者行動のフレームワーク 
第 1節 VMD の起源と定義 
18 世紀から 19 世紀にかけて、産業革命と製造機械技術の発達によって大量生産の環境
が形成され始め、さまざまな商品を取り揃えて価格政策を行う新しい業態の店ができた。
この流れの中で、レストランやギャラリーなどを含む巨大な規模の複合商業空間として、
百貨店が誕生した。そして、ビジュアル・マーチャンダイジング(Visual Merchandising 
Design, VMD) (4)は百貨店の誕生とともに歩んできた。 
その直接的な起源は 1800 年代、欧米のガラス加工技術の発達によって、巨大なガラスパ
ネルが生産されるようになった時期であるとも言われている。ビジュアル・マーチャンダ
イジングという言葉を初めて使ったのは、アメリカのディスプレイ会社のアルバート・ブ
リス(Albert Bliss)である。1944 年のことであった(5)。ハリー・ゴードン・セルフリッジ(Harry 
Gordon Selfridge)が設立したロンドンのセルフリッジズ(Selfridge)百貨店のショーウイン
                                                   
(4) アメリカでは VM が使われるが、日本では VMD といわれる(日本ビジュアルマーチャンダイジング協会ウ
ェブサイトより)。 
(5) 日本ビジュアルマーチャンダイジング協会ウェブサイトを参照。 
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ドーには、百貨店で販売されている最高級の商品が美しく展示され、夜にも照明で明るく
照らされており、外を歩く人たちの注目を集めた (Morgan, 2016)。 
その後、アメリカでは、1970 年代に店舗戦略としてのマーチャンダイジングだけでは不
十分と認識されるようになり、店舗における商品プレゼンテーションと VMD への関心が
強まった(Morgan, 2016)。 
1970 年代には、アメリカの視察を行った日本のファッション業界関係者も VMD を学ん
で導入した(井上 2019)。現在、日本のビジュアル・マーチャンダイジングは略語で VM と
VMD の両方を使用している。この言葉はもともとファッション業界で主に使われてきた。
しかし、最近の VMD は、単純な視覚的な表現を超え、より総合的な体感覚に意識して作
られており、消費者と企業の効果的なコミュニケーションの手段として、流通業界全般へ
拡大して活用されている。 
日本ビジュアルマーチャンダイジング協会(JAVMA)によれば、VMD の定義は、文字ど
おり「マーチャンダイジングの視覚化」である。企業の独自性を表わし、他企業との差異
化をもたらすために、店舗で商品をはじめすべての視覚的要素を演出し、管理する活動が
VMD である。この活動の基礎になるものがマーチャンダイジングであり、それは企業理
念に基づいて決定される。 
 
第 2節 VMD とブランド 
2000 年代の VMD に関する研究を見ると、ブランドイメージとの相関を証明し、ブラン
ド固有の VMD 戦略の重要性を明らかにすることに主眼が置かれている。店舗内の VMD
は消費者の感情反応を引き出し、ブランドイメージやブランド態度を形成させる。そして、
最終的には企業の業績に影響を与える。 
したがって、ブランドイメージを効果的に伝えるためには、VMD を含めとする統合的
マーケティング・コミュニケーションを適切に行うことが必要である (Lee and Lim, 2008)。
また、VMD を広告のようなマーケティング刺激の 1 つとして定義し、マーケティング・
コミュニケーション戦略の側面から消費者に及ぼす効果を認識した上で、企業やブランド
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特有の VMD 戦略を展開することが重要だとも説明されている(Park and Jeon, 2004)。 
VMD は、消費者にブランドを強く印象付けるための経験価値マーケティングを展開す
る方法としても有効であると論じられている(Kim and Kim, 2011)。VMD の先行研究では、
さまざまな業界の店舗を研究対象として消費者の購買行動と結び付け、経験価値マーケテ
ィングの観点から VMD の重要性を示唆する研究が多い。 
Kim and Kim(2011)は、店内での顧客経験が好ましいものであれば、ブランドに対する
好意的な態度や再訪問・再購買意向が生まれると論じる。そのため、旗艦店や一般店舗の
VMD を計画する際には、製品の機能や品質を体験できる要素を考慮しなければならない。  
SPA ブランドに注目して VMD を検討した研究もある。たとえば Jeong and Choi (2011)
は、VMD は製品の感性的な評価(流行、個性、魅力、他人からの評価など)だけでなく、機
能的評価(着用感、質、素材、デザイン、色など)にも肯定的な影響を与え、空間構成や商
品に対する情報伝達が消費者の購買欲を刺激する直接的な要因になり得ると示唆した。ブ
ランドイメージを代表する旗艦店の場合、ブランド力を強固にするために多様な VMD 手
法を使っている。とくに VMD を活用した感覚的な体験マーケティングは、ブランドを印
象付ける独自の方法として妥当だという(Hwang, 2015)。 
Woo and Hwang(2016)の研究では、イケアや無印良品のようなライフスタイル型のショ
ップでは、店舗内の体験要素はストア・アイデンティティを形成する上で肯定的な役割を
果たすことがわかっている。そうした体験要素は、消費者のショッピング満足度や再訪問、
推薦意図にも好意的な影響を与える。これらの発見事項に基づき、彼らは体験マーケティ
ングは今後の企業の生き残りや成長を左右する重要な店舗戦略であると示唆している。 
現代の VMD は、店舗の内外で適切な照明を使って商品の良さを最大限に引き上げるこ
とや、色のバリエーションを見事に配置すること等、販売スペース全体をデザインして顧
客の購買意欲を上昇させることを目的として行われる(清水＝坂田, 2012)。特に近年、ブラ
ンドの重要性が高まり、消費者との実質的な接点である店舗がブランドを伝達するメディ
アとしての機能を有するようになった。つまり、店舗は販売促進や収益性向上のみならず、
ブランドイメージやストーリー、理念を伝えるための場となり、それを実現するための仕
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組みとして VMD が重視されているのである。現代における店舗 VMD は、マーケティン
グとブランディングの差別化戦略として使われているのである。 
商品がよく売れる店舗は、マーチャンダイジングやその結果としての商品の品揃えが優
れているだけでなく、それらを伝達する視覚的なイメージの戦略も体系的に行い、消費者
に強いメッセージを伝えている。ブランドメッセージを店舗内で表現するツールとしての
VMD は、商品・インテリア・陳列・照明などのすべての要素を、企業の経営目標と合致
させるように視覚的に具体化させながら、ブランドならではのイメージを配信し、楽しい
ショッピングの雰囲気を提供するための戦略であり、実践である (Sun and Lee, 2017)。 
店舗はブランドと消費者の間の 1 対 1 のマーケティングが発生する顧客接点である。し
たがって、オフラインの実店舗は大きな価値と影響力を有し、 その店舗空間を通じて表現
される多様なブランドアイデンティティの要素は、消費者の満足度にきわめて大きな影響
を及ぼす (Bitner,1992)。小売企業は、自分たちのアイデンティティをより明確かつ効果的
に消費者へ伝えることができるリテールブランディング戦略の最適のツールとして VMD
は認識している。 
 
第 3節 VMD と消費者行動のフレームワーク 
図表 7 に示したとおり、VMD の領域には、デザインとマーケティングという 2 つの側
面がある(Cho, Rhie and Jang, 2016)。第 1 の側面はデザインである。デザインの領域とは、
ブランドアイデンティティを店舗で実現するために、グラフィックデザインからプロダク
ト、空間に至るまで、さまざまな対象の全体的なデザインを通じて、そのブランドならで
はの店舗を作る行為とその領域のことである。 
第 2 の側面はマーケティングである。マーケティングの領域とは、店舗の根本的な目的
である商品販売に重点を置き、影響力や利便性を高め、顧客の購買につなげる行為とその
領域である。この目的のため、マーケティング活動には、市場調査に基づいて、適切な商
品を開発し、価格を設定し、販売量や販売方法を計画するといった一連の活動が含まれて
いる。 
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図表 7 VMDの領域 
 
出所) Cho, Rhie, and Jang (2016) 
 
VMD の構成要素をどのように定義するかは研究者によって異なるが、図表 8 に示した
とおり、一般には、演出要素・流行伝達要素・情報要素の 3 つで区分されることが多い(Yang, 
Yang, and Kim, 2016)。これらの 3 つの要素はマーケティング戦略を店舗で上手く展開し、
効果的な視覚伝達をするため統合的に考慮される必要がある。 
このような VMD の構成要素を視覚的に展開する方法としては、ビジュアル・プレゼン
テーション(Visual Presentation)方法がある。図表 9 に示したように、店舗内における商品
の演出や陳列の位置と役割によって、ビジュアル・プレゼンテーションは VP・PP・IP に
分かれる。VP は Visual Presentation, PP は Point of Sales Presentation、IP は Item 
Presentation の略である。ビジュアル・プレゼンテーションは、もともとファッション流
通業界の店舗作りに当たって良く使われている方法だが、現在は流通業界全般に広がり、
業界の性質に合わせて変更・展開されている。 
図表 8 VMDの構成要素 
VMDの構成要素 内容 
演出要素 ショーウインドーの商品演出、カラー陳列、マネキン演出 
流行伝達要素 季節感、最新情報の提供 
情報要素 ブランドイメージやコンセプト、新商品と人気商品の情報 
出所) Yang, Yang, and Kim (2016) 
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図表 9 ビジュアル・プレゼンテーションの VP・PP・IP 
区分 
VP 
Visual Presentation 
PP 
Point of Sales Presentation 
IP 
Item Presentation 
位置 
 顧客の視線がはじめて止ま
る店舗内の主要場所 
 ショーウインドー、メイン
ステージ、テーマゾーン、
マグネットポイントなど 
 店舗内の通路に沿って歩く
顧客の視線が自然に触れ合
う場所 
 マネキン、什器の各上部、
柱上部など 
 棚, ハンガーなど 
役割 
 テーマ演出空間としての 
見せ場 
 店舗外を通る顧客を誘導
し、回遊 
 商品演出空間として商品を
提案するところ 
 VP を通じて入ってきた顧
客の回遊性を高め、滞在時
間を長くさせて購買誘導 
 商品陳列空間で商品を販売
するところ 
 顧客が商品を比較しなが
ら、購買するまでの行動と
直結する部分 
構成 
ストアコンセプト、ブランド
イメージ、シーズンテーマ、
主力商品などを視覚的に表現 
特定商品をピックアップし、
商品そのものが持つ魅力や特
徴を視覚的に表現 
販売商品を魅力的に展示 
陳列商品 シーズン商品、主力商品 IPから選択 すべての商品 
面積比率 5~10% 15~20% 70~80% 
イメージ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所) https://zigen21.com/blog/vmd-displaydeco/ 
VP→PP→IP と展開されるビジュアル・プレゼンテーションは、消費者の購買行動や感
情の変化と密接に関わっている。そこで、消費者の態度変容モデルと結びつけて考えるこ
とが可能である。 
消費者行動の分野では、19 世紀以降、消費者の購買行動を段階的に説明する、さまざま
な態度変容モデルが提案されてきた。1898 年にセント・エルモ・ルイス(E. St. Elmo Lewis)
が提唱した AIDA モデル(Attention–Interest–Desire–Action)が最初である。その後 1920 年
には、広告を通じてブランドを露出し、ブランドを記憶させる M(Memory)の段階が追加
された。提案したのはサミュエル・ローランド・ホール(Samuel Roland Hall)であり、AIDA
にMが加わったAIDMAモデル(Attention–Interest–Desire–Memory-Action)として知られ
ている。 
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さらに、供給過多の時代が到来し、ハリー・デクスター・キットソン(Harry D.Kitson)
は消費者が確信して選択するためのブランド・ポジショニング戦略の重要性を強調した。
彼の提唱した AIDCA モデル(Attention–Interest–Desire–Conviction-Action)は、AIDA モ
デルに確信を意味する C(Conviction)を加えたものである。AIDMA の Memory が
Conviction に変わっている。 
図表10は、店舗における顧客の感情と行動の変化をAIDCAモデルにしたがって整理し、
ビジュアル・プレゼンテーションとの関係を表したフレームワークである。 
図表 10 ビジュアル・プレゼンテーションと消費者行動との関係 
顧客 
店舗空間構成 AIDCA 
感情 行動 
注目する 視線を奪われる 
VP 
 
 
VP 
+ 
PP 
+ 
IP 
Attention 
▼ 
Interest 
▼ 
Desire 
▼ 
Conviction 
▼ 
Action 
興味を持つ 止まる 
PP 欲しがる 近づく 
IP 確信する 比較しながら触る  
購買する 選択する   
ブランドロイヤリティ向上 リピート Interior+Display+Service 
出所) 韓国 VMD 協同組合(2016) 
図表 10 に基づいて、店舗で買い物をする顧客の行動を段階的に説明すると、次のように
なる。まず、店舗の外側にメイン商品を飾り、演出したディスプレイに目を奪われた消費
者は(Attention)、陳列されている商品に興味を持ち、入店する(Interest)。店内で売場の棚
やハンガーに陳列されている商品を直接触れたり、試着したりしているうちに、次第に製
品を欲しいと感じるようになり(Desire)、やがて購買に対する確信を持ち(Conviction)、購
買に至る(Action)。その後、実際に商品を使った経験から得られる満足感はブランドロイ
ヤリティを高め、その結果、再び店舗を訪問する再購買行動につながる。 
この AIDCA の消費者行動プロセスに沿った一連の流れの中で、ビジュアル・プレゼン
テーションの VP・PP・IP はそれぞれの役割を果たしている。VP は Attention から Desire
まで、PP は Interest から Conviction まで、そして IP は Desire から Action までを中心的
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に担っている。そして、VP と PP と IP すべてが統合されることで、AIDCA のすべての段
階が網羅され、AttentionからActionに至る。店舗内の行動としては、それぞれAttention(視
線を奪われる)、Interest(止まる)、Desire (近づく)、Conviction(比較しながら触る)、Action(選
択する、リピートする)となる(図表 10)。 
ただし、この図表 10 はやや不完全である。なぜなら、O2O から O4O に移行する流通業
界のパラダイム転換の中で、消費者の情報収集や購買のあり方もオンライン上の行動を含
めて考える必要が出てきたためである。とくにスマートフォンの普及により、消費者は常
にリアルタイムでインターネットから商品情報を集め、オンラインとオフラインを比較し
ながら、より合理的な意思決定を行っている。さらに、その経験を個人アカウントの SNS
上で他の消費者にシェアすることで、情報の発信者としての役割も果たしている。 
このような状況を説明する最新の消費者の購買行動モデルとしては、2006 年に電通が開
発した AISAS モデルがある。これは、AIDMA の一部をオンライン上の検索(Search)と共
有(Share)に置き換えたモデルである(Attention–Interest–Search–Action-Share)。本稿では、
O4O 時代の次世代型店舗を研究対象としているため、AIDCA モデルに加え、この AISAS
モデルを組み合わせ、統合的な消費者の購買行動モデルのフレームワークを提案する (図
表 11)。 
図表 11 VMDと消費者行動のフレームワーク 
顧客 
店舗空間構成 AIDCA+AISAS 
感情 行動 
注目をする 視線を奪われる 
VP 
 
 
VP 
+ 
PP 
+ 
IP 
Attention 
▼ 
Interest 
▼ 
Desire 
▼ 
Search 
▼ 
Conviction 
▼ 
Action 
▼ 
Share 
興味を持つ 止まる 
PP 
欲しがる 近づく 
IP 
情報を調べる 比較する 
 
確信する 比較しながら触る 
購買する 選択する 
 
共有する SNS でシェアする 
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図表 11 に示したとおり、AIDCA と AISAS を組み合わせた新たなモデルは、
A-I-D-S-C-A-S で構成される。Attention(視線を奪われる)、Interest(止まる)、Desire(近づ
く)、Search (比較する)、Conviction(比較しながら触る)、Action(選択する)、Share(SNS で
シェアする)という一連の消費者行動が VP・PP・IP というビジュアル・プレゼンテーショ
ンを通じて実現される。 
本稿では、この図表 11 のフレームワークを、O4O 時代のオフライン店舗で何が起きて
いるかを VMD との関係で分析するツールとして提案する。次章以降では、このフレーム
ワークを用いて、実際に 3 つの事例分析を行うことにする。 
 
第 4章 JINS BRAIN Lab.エキュート上野店の事例研究 
第 1節 事例研究の方法論 
第 3 章から第 5 章では、次世代型店舗を標榜する企業やブランドを選定し、店舗を直接
訪問して事例研究を行う。分析は前章の図表 11 で提案した消費者行動と VMD のフレーム
ワークを用いて行った。 
事例分析の対象となる店舗の選定においては、まず店舗の所在地を筆者が直接訪問でき
る日本と韓国に限定し、メディアの記事から O4O 時代の革新的な店舗として注目を集め
ている店舗を中心に 1 次選定を行い、最終的に３店舗を選定した。 
図表 12 が今回の調査対象である次世代型店舗の一覧である。1 つ目が株式会社ジンズホ
ールディングス(日本)の JINS BRAIN Lab.である。2 つ目が LAB101 (韓国)の無人店舗であ
る LAB101 である。そして 3 つ目が株式会社 Lotte Shopping(韓国)の On and the Beauty
である。それぞれ眼鏡・衣類・化粧品という異なる業界から選んだ。また、JINS BRAIN Lab.
と LAB101 はいずれも 1 ブランドであるのに対し、Lotte Shopping はマルチブランドを展
開している。このように調査対象の属性を変えることで、より多様な VMD のあり方を検
討できるようにした。以下では、各社の分析結果について述べる。 
図表 12 調査対象の次世代型店舗 
企業 店舗 業種 ブランド数 所在 
株式会社ジンズホールディングス JINS BRAIN Lab. 眼鏡 1 ブランド 日本 
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LAB101 LAB101 衣類 1 ブランド 韓国 
株式会社 Lotte Shopping On and the Beauty 化粧品 マルチブランド 韓国 
 
第 2節 対象企業の概要 
JINS Holdings Inc.(以下、JINS)は 1988 年に群馬で服飾雑貨と生活雑貨の企画・製造・卸
売を目的で事業を開始した。以降、2001 年に福岡で JINS 天神店を出店し、アイウエア関
連事業へ進出した。2020 年現在、アイウェア事業と雑貨事業を主な事業としている。 
JINS は、卸売や商社から高価な金額で取引されている従来の日本眼鏡市場の構造的な問
題点に着目し、企画・生産・流通・販売を一貫して行う SPA(6)方式を適用し、フレームと
レンズを合わせて 5,000 円から 10,0000 円代という市場最低・最適価格で製品を供給した。 
品揃えとしては、単に視力矯正用メガネだけではなく、アイウェアという呼称どおり、
さまざまな機能性を持つ製品の開発・販売を次々と行ってきた。その具体例には、超軽量
メガネフレームである Airframe、PC やスマートフォンユーザー向の JINS SCREEN、最大
98%の花粉カット率の JINS 花粉 CUT、アプリケーションと連動して目の動きをリアルタ
イムで収集し、身体と精神の分析が可能なウェアラブル JINS MEME などがある。 
このように、従来の近視用メガネではない新しい領域で革新を続けていく JINS は、低価
格でも十分な機能性を備えていることから、消費者にとって価値の高いブランドとして評
価されている。さらに、SPA 方式を採用していることから、店頭在庫が豊富に用意されて
おり、短時間で確実に好みのデザインの眼鏡が入手できる点も同社の強みとなっている。 
経営的な側面としては益々成長しており、国内の場合 2019 年 8 月基準で、売上高は前
期比 12.8％増の 618 億円、営業利益が同 22.9％増の 74 億円を記録した。海外投資に関し
ても中国、米国、台湾などに海外支社と店舗を設立していることから、海外市場へ広げて
おり、2018 年からはマイナスからプラス利益に転換するなど成長を見せている(海外実績
は 2019 年 8 月基準、売上高は前期比 38.6％増の 72 億円、同 5,7％増の営業利益 7 億円)。 
                                                   
(6) SPA は Speciality store retailer of Private label Apparel の略。GAP やユニクロなど、おもにアパレルの製造
小売業を意味するが、JINS のように眼鏡業界でも行われている。 
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第 3節 ビジュアル・プレゼンテーションの分析 
第 1項 JINS の一般的な店舗 
JINS BRAIN Lab.エキュート上野店の分析を行うに先立ち、まず比較対象として
JINS の一般的な店舗を訪問した。JINS は都心部や地方の中核都市とその近郊、広域
型ショッピングセンター、百貨店や駅ビル等を中心に店舗展開を進めている。今回
訪問したのは JINS アトレ上野店である(図表 13)。以下は、店舗観察に基づく考察で
ある。 
売場の入り口に位置している島什器では、2019 年 FW(Fall&Winter)シーズンの新
商品である JINS CLASSIC がモデルビジュアルと一緒に陳列されており、広告塔と
しての役割を果たしていた。ファッションマガジンとコラボし、ファッション誌の
ような見せ方をしている。店内配布用の冊子でも「オシャレ」「スタイリッシュ」な
どの単語を使い、ファッション性が高い製品の性格をさらに強調している。 
本稿の第 2 章で論じたビジュアル・プレゼンテーション(VP・PP・IP)の側面から
店舗を分析するには、各々の境界が明確ではない。その理由としては、①新商品の
発売サイクルが長いため、VP や PP の依存度が低い点、②商品の機能性が追求され
るため、商品に対しての詳しい説明が必要である点、③試着しやすい環境を作るた
め、顧客動線をうまく確保することが大事である点等がある。店頭には VP と IP の
役割をしている新商品の陳列用の島什器があり、店舗奥の注文・制作空間を除き、
すべての壁面と島什器が PP と IP の役割をする形で複合的な機能を備えている。 
図表 13 JINS の一般的な店舗 
  
(左) 前面ビュー (右) 店頭に位置した島什器 
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第 2項 JINS BRAIN Lab.エキュート上野店の概要 
次に、今回の研究対象である次世代型店舗 JINS BRAIN Lab.を訪問した。JINS BRAIN 
Lab.は改札内店舗であるエキュート上野に入店しており、2 階新幹線改札口から 3 階の電
車路線に移動する通路に位置する。従来の SPA 方式とは異なり、この店舗には在庫とレジ
がない。販売が目的ではなく、商品選択や視力測定などの接客を重視した本格的なショー
ルーミング店舗である。JINS の説明では、実店舗とオンラインショップ両方の利便性を融
合(OMO：Online Merges with Offline)した次世代型店舗と位置づけられている。 
エキュート上野店は JR の改札を出ずに利用可能であるため、主要なターゲット顧客は電
車の乗り換えで移動中の顧客になる。このような顧客の場合、オフラインの店舗で直接、
製品を体験した後、移動しながら専用アプリケーションの JINS APPで商品を注文すれば、
商品が完成するまでの物理的な時間を待つ必要がなくなる。 
店頭在庫を持つ必要がないことから、JINSの店舗としては最小型である32㎡(9.5坪)で、
人気の売れ筋商品 270 本程度のみを保有している。これは他の JINS の一般的な店舗で通常
1000~2000 種を保有していることに比べれば、きわめて少ないことがわかる。同店には、
写真 AI 機能付きスマートミラーJINS BRAIN MIRROR が設置されていることが特徴であ
る。 
図表 14 JINS BRAIN Lab. 
  
(左) 前面ビュー (右) 店頭の島什器 
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第 3項 ビジュアル・プレゼンテーションの分析 
図表 15 に示したとおり、JINS BRAIN Lab.の店舗は横長い形をしている。店内の左側
には視力チェックや在庫用の空間がある。右側は開放的な空間で、島什器にはテス
ター用製品が陳列されている。視線が自然に止まる正面の壁面には、AI 機能のつい
た BRAIN MIRROR が 3 台設置されている。JINS の AI 技術について説明するサイ
ネージも設置されている。 
 
図表 15 JINS BRAIN Lab.エキュート上野店のビジュアル・プレゼンテーション分析 
 
店舗の構成要素に分けてみると、店内には VP の特徴を持つゾーンが存在しない
ことに気づく。一般店舗の島什器では、製品が分かりやすく区分され、製品の情報
がその場で十分に提供されていたことに比べ、この JINS BRAIN Lab.の唯一の島什器
では情報伝達が足りないと考えられる。 
すべての製品に QR コードが付与されており、QR コードから商品情報の収集から
注文・決済まで可能である。しかし、まず JINS のアプリケーションをインストール
する必要があると理解することが顧客にとってはハードルになることが予想される。 
BRAIN MIRROR は、AI 機能があるスマートミラーであるが、一見、普通の鏡に
しか見えない。そのため、鏡の前を通り過ぎる顧客の視線を集めるには十分とはい
えない。したがって、ビジュアル・プレゼンテーションとしては、最初に注目させ
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る(Attention)を目的とした VP より、興味関心(Interest)以降の段階に働きかける PP
的な側面が強いと考えられる。 
このスマートミラーに使われている AI 技術の JINS BRAIN は、同社のスタッフ
3,000 名の 6 万件の画像評価データを基づくディープラーニングで、製品を試着した
顧客に対して同性と異性が評価した「メガネ似合い度」を提供する。実際に筆者が
このミラーを体験したところ、製品を試着してから約 10 秒後に結果を得られた。し
かし、同一の製品を試着する度に結果が異なり、信頼性が高いとは言えなかった。
また、測定データの結果を裏付ける根拠も乏しく、実際の購買に至るまでの説得力
に欠けるという印象を受けた。 
 
図表 16 JINS BRAIN MIRROR の顧客体験 
 
(出所) https://brain.jins.com/  
(左) JINS BRAINの仕組み (右) BRAIN MIRROR 
(出所)https://www.wwdjapan.com/ 
  
(左) QRコードから商品情報の取得 (右) アプリケーションからの注文 
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第 4節 行動プロセス分析 
次に図表 11 で提案したフレームワークを用いて、JINS BRAIN Lab.エキュート上
野店の消費者行動プロセスを VMD との関係を明確にしつつ、分析した。図表 17 が
その結果をまとめたものである。 
この結果からわかるように、VP・PP・IP のいずれにおいても、Attention(視線を
奪われる)と Interest(止まる)の段階が欠落している。次世代型店舗であるにもかかわ
らず、同店舗の外見には、それとわかる特徴はとくに明示されていない。そのため、
この店舗についての情報を事前に知らない顧客であれば、JINS の看板だけを見て、
一般の店舗と考えて入店するに過ぎない。 
したがって、JINS の技術力をより強調する VP ゾーンを店頭入口付近に新たに作
成し、新しいショッピング経験が体験できるという情報をより積極的に発信するこ
とが必要である。それによって、Attention と Interest の段階も改善されうる。 
図表 17 JINS BRAIN Lab.エキュート上野店の行動プロセス分析 
顧客 店舗空間構成 
行動プロセス 
感情 行動 VP PP IP 総合 
注目する 視線を奪われる     
Attention 
▼ 
Interest 
▼ 
Desire 
▼ 
Search 
▼ 
Conviction 
▼ 
Action 
▼ 
Share 
興味を持つ 止まる     
欲しがる 近づく     
情報を調べる 比較する     
確信する 比較しながら触る     
購買する 選択する     
共有する SNS でシェアする     
注) PP：BRAIN MIRROR、IP：島什器・壁什器 
次に、PP としての BRAIN MIRROR の設置ゾーンについては、ユーザーのユーザ
ビリティに関しては JINS ならではの AI 技術を顧客が簡単に体験できるような UX・
UI で設計されている。しかし現時点では、「珍しい」「面白い」経験に留まっている。
前述したとおり、それと気づかず通り過ぎる店内顧客も多いこと。より視線を集め
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る工夫を行うとともに、データ自体の信頼性や説得力を増すことで、実際の購買に
つながるような工夫が求められる。 
最後に IP ゾーンの島什器は、実際の購買を喚起するほとんどの役割を担っている
にもかかわらず、現在の製品の陳列方法では購買意思決定につながる情報が足りな
い。次世代型店舗は SKUを減らして運営している分、店頭の経験価値を高めるには、
よりインパクトある演出が必要であると考えられる。そうした工夫が行われず、単
に店舗規模と在庫管理の観点から品揃えが絞り込まれただけでは、五感に訴える要
素が少なくなる。 
IPゾーンでは、JINSのアプリケーションで製品情報の検索や購買が可能であるが、
アプリを必ずインストールしなければならないことも、顧客にとってはシームレス
な体験を妨げる障壁となる。わざわざ自分のスマートフォンにインストールしたく
ない顧客や、個人情報を提供したくない顧客のために、店舗内に注文・決済が可能
な専用デバイスを設置することも検討する必要がある。 
 
第 5章 LAB101 ホンデ店(韓国)の事例分析 
第 1節 企業概要 
次に取り上げるケースは、2016 年にローンチした韓国の衣類ブランド LAB101 で
ある。LAB101 は男性やユニセックス向けのデニムに注力し、オンライン店舗やオフ
ラインのセレクトショップなどで販売されている。おもに 1 万円から 2 万円台のプ
レミアムデニムをシーズンごとに発売している。  
2018 年 11 月にオープンした LAB101 の実店舗は、ソウル特別市の麻浦区西橋洞の
弘大通りに位置し、人通りが最も多いメインストリートからは少し離れているが、
地下鉄の駅には近い。弘大通りは、韓国の弘益大学校とその周辺地域であるという
地理的意味の他に、1990 年代の 20 代を代表する自由なインディーズ文化の発信地と
しての文化的な象徴性が強い。現在は商店街が広く形成されており、以前のような
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文化的な特色はやや薄くなったが、依然として大学生や観光客を対象にしたショッ
ピングスポットとして人気がある。 
LAB101 は同ブランドの初のオフライン進出店舗であり、その最大の特徴は 24 時
間運営の無人店舗という点にある。無人店舗の展開は、Untact(un+contact)マーケテ
ィングという方法で行われている。Untact マーケティングとは、先端技術を活用し
て、店員と直接対面せずに商品やサービスを利用できる仕組みのことである。セル
フ(self)、自動化(automation)、無人(unmanned)など、さまざまな技術的概念を包摂
している。 
LAB101 に Untact マーケティングが適している理由としては、ブランドのメイン
ターゲット顧客がミレニアム世代であることが大きい。幼い頃からパソコンやスマ
ートフォンとともに生活してきたミレニアル世代は、実際の人間関係に疲労を感じ
る傾向があり、店員からの一方的な対話に対して敏感に反応する。過去には店頭の
タッチポイントで顧客に丁寧なサービスを提供することが必須だったが、現在では
むしろ、店員からのコミュニケーションが自由なショッピング体験を妨害し、心理
的な圧迫感を与える要素と消費者に考えられている。 
こういったミレニアム世代の消費者の態度変化に適応するために、先端技術を活
用し、店員と対面でやり取りを行わずに商品やサービスが利用できる仕組みは有用
である。こうした特徴は、ターゲット顧客が重視する購買パターンの効率性や迅速
性とも一致している。したがって、LAB101 が誰からも干渉せずに 1 人で商品を選び、
自由に試せる Untact マーケティングを若年層向けに採用したことは合理的といえる。 
 
第 2節 ビジュアル・プレゼンテーションの分析 
LAB101 の店舗は広さが 66 ㎡(20 坪)規模で、売場の入り口はメタル素材のファサ
ード(入口デザイン)であり、周囲の環境と確実に区別されている。無人店舗であるた
め 24 時間運営され、午前 11:30 から午後 8:30 までの間のみ、店内の倉庫にスタッフ
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が常駐し、顧客からの問合せ対応や施設管理を行っている。売り場を管理する別途
のスタッフは存在しない。 
スタッフがいる時間内の注文に対しては、店舗に設置されているタブレット端末
から製品を購買すると、その注文を受けとった倉庫にいるスタッフがその場で商品
を梱包し、売り場の内部と連結された通路を通じ、顧客と対面することなく商品を
渡す。スタッフがいる時間外であれば、入口に設置されているクレジットカードリ
ーダー機器にカード情報を入力して入店が可能であり、宅配注文もできる。 
無人店舗の弱点である盗難防止や店舗内データ分析の対策としては、怪しい行動
に反応する二重保安のタグの設置を配置する、店舗内外の人通りや購買率を分析す
るカメラシステムを運営するなどの方法で、より効率的な仕組みを構築している。
図表 18 が店舗の様子を撮影した写真である。 
 
図表 18 LAB101 の無人店舗 
  
(左) 前面ビュー (右) 入口へ設置されたカードリーダー機器 
  
(左) VPゾーン (右) IPゾーン 
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図表 19 LAB101のビジュアル・プレゼンテーション分析 
 
筆者が訪問したのは午後 4 時で、入り口は開放されていたため自由に出入りが可
能であった。店舗の内装を見ると、実験室あるいは研究室を連想させるデザインで
あり、ブランドイメージを視覚的に表している。 
店頭には「デニムを復活させよう(Revive Denim)」というブランドコンセプトに
合わせた VP ゾーンが展開され、デニムのオリジナル精神を意味する青いリンガー
液を投与されている商品が演出されている。それ以外の空間は IP ゾーンであり、PP
ゾーンは存在しなかった。壁面を沿って設置されているハンガーラックには全製品
の全サイズが用意されており。消費者はセルフで自由な試着が可能である(図表 19)。  
購入は店舗に設置されている 3 台のタブレット端末からのみ可能であり、そのう
ち 2 台は脱衣室に各 1 台ずつ設置され、商品をゆったり試着しながらその場で購入
できる。購入時には、まずクレジットカード情報をタブレット PC に入力させ、注
文商品を確認した後、サイズと色、受け取り方法(店舗内もしくは宅配便)を選択する
と購買プロセスが完了する(図表 20)。個人のスマートフォンにアプリケーションを
ダウンロードしたり、会員登録の手続などを行ったりする必要はない。 
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図表 20 LAB101の購買プロセス 
 
(左) タブレット端末からの商品購買プロセス 
 
第 3節 行動プロセス分析 
 次に図表 11 の VMD と消費者行動プロセスのフレームワークを用いて、行動プロ
セス分析を行う。その結果が図表 21 である。 
 この分析結果からわかるように、LAB 101 のビジュアル・プレゼンテーション要
素は、消費者行動のすべての段階に対応している。まず VP ゾーンについては、周
りの環境に比べ、非常に異質感を感じさせるスチールのファサード、それから入店
後、ブランドアイデンティティを明確に伝えている。したがって、VP ゾーンは顧客
の注目や興味を十分に集めていると判断される。 
次に、LAB 101 の場合、PP ゾーンは狭く、IP ゾーンが広い。IP ゾーンをより充
実させる必要があるのは、全商品の全サイズを陳列するための十分なスペースを確
保し、顧客が製品を楽に試着できるフィッテングルームを作るためである。したが
って、店舗の空間構成において PP ゾーンを広げず、IP ゾーンを十分に確保したこ
とは正しい判断である。 
LAB 101 の行動プロセス分析から分かる同店舗の強みは、Share の段階が非常に強
いということである。LAB 101 は訪問や利用に制限がなく、消費者が自由に経験で
きることから、無人の革新的な店舗でショッピングを体験した顧客が SNS を通じて
その経験を共有する自発的なバイラル行動が活発である。LAB 101 のバイラルマー
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ケティングは、店舗を体験した消費者が新しい顧客を次々とブランドへ引き込む仕
組みとして機能している。 
図表 21 LAB101の消費者行動プロセス分析 
顧客 店舗空間構成 
行動プロセス 
感情 行動 VP PP IP 総合 
注目する 視線を奪われる     Attention 
▼ 
Interest 
▼ 
Desire 
▼ 
Search 
▼ 
Conviction 
▼ 
Action 
▼ 
Share 
興味を持つ 止まる     
欲しがる 近づく     
情報を調べる 比較する     
確信する 比較しながら触る     
購買する 選択する     
共有する SNS でシェアする     
注）VP：店頭の演出、IP：壁面ハンガー・島什器ハンガー・棚 
 
購買方法は、店舗内に設置されたタブレット PC のみに限定されており、決済方
法は自社の EC サイトで行う方式である。したがって、店内のタブレット PC だけで、
商品検索、サイズやカラーの選択、配送方法、決済までのすべての過程を一括で処
理できる。この利便性の高さは顧客にとってメリットがあるだけでなく、他の店舗
への流出を防ぐ意味で、企業にとっても大きなメリットがある。 
一方、課題としては、完璧な無人店舗として運営するには、技術的な信頼性が十
分に実現されていない点で挙げられる。実際、筆者がこの店舗で製品を購入してい
る際に決済システムの不具合が発生し、結局、スタッフの直接的な応対が必要とな
った。こうした突発的な事態にも対処できるよう、技術的な精度を上げる、補完す
る仕組みを用意するといった工夫が求められている。 
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第 6章 On and the Beauty(韓国)の事例分析 
第 1節 企業概要 
最後に取り上げる第 3 の事例は、ロッテグループの流通部門の系列会社である
Lotte Shopping である。Lotte Shopping は、デパートや大型スーパー、スーパーマ
ーケット、ヘルス&ビューティー、電子製品専門店、免税、ホームショッピングなど
の 7 部門を担当している。JINS と LAB101 の事例が単一ブランドの店舗であったの
に対し、Lotte Shopping はマルチブランドのショップに出店している点が異なって
いる。 
同社は 2018 年 8 月に、全社的な O4O 戦略の観点から、オンライン流通系列の
Lotte.com を合併し、E コマース事業本部を新設した。同年から 5 年間にわたって、
オンライン事業に 3 兆ウォン(2,700 憶円)を投資し、2022 年までに売上高を 20 兆ウ
ォン(1 兆 8,000 億円)まで増大し、業界 1 位を達成するという計画を発表した。多額
の投資の背景には、オンライン流通チャネルの成長、消費者購買パターンの多角化、
政府規制の強化などの流通業界全般の厳しい状況に対する同社の危機感がある。 
業績面では、2014 年に 1 兆 1,884 億ウォン(1,100 億円)であった同社の営業利益は、
2018 年には 5,970 億ウォン(552 億円)となり半分近くまで減少した。実店舗を増やし
続け、固定費の負担が増大したにもかかわらず、百貨店やスーパーマーケット産業
全体が低迷し、売り上げが鈍化したためである。さらに 10 兆ウォン(9 兆 4,000 億円)
以上を投資した中国市場から 2018 年に完全撤退したことによる損失も発生した。 
その解決策として、同社はオンラインとオフラインを統合し、お互いの相乗効果
を最大化する O4O 戦略を選択したのである。全社的な O4O 戦略は、Lotte Shopping
の 7 つの系列会社が個別に運営しているオンラインモールを統合したアプリケーシ
ョン(Lotte On)のローンチから始まった。消費者が必要となる情報や商品を一括で経
験できるプラットフォームを構築したのである。 
 実店舗の展開にあっては、顧客のライフスタイルに合わせた商品キュレーション
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の仕組みを構築し、On the Living(家具)、On the Beauty(化粧品)を順次オープンさ
せた。これらの施策を通じて、O4O 時代に実店舗を活用する可能性を試している。 
本研究の調査対象としては、多数ブランドの商品を扱っている H＆B(ヘルス＆ビ
ューティー)ストアである On the Beauty を選定した。H＆B ストアは韓国型のドラ
グストアであり、多数のブランドの化粧品や健康補助食品を扱っている。 
2010 年代までの化粧品市場は、単一ブランドによる路面店舗が成長を続けていた
が、商品やブランドの多様性を追求する消費パターンの変化により H＆B ストアが
脚光を浴びるようになり、2009 年から年間 15%の高成長が続いている。 
H＆B 業界はレッドオーシャン化しているにも関わらず、高収益率が見込まれるこ
とから大手流通企業が次々と参入している。Lotte Shopping も 2013 年から H&B ス
トア LOHB's を展開しており、2019 年 11 月時点では 132 店舗で業界 3 位となってい
る。同社の On and the Beauty はプレミアム H＆B ストアと位置づけられ、ビックデ
ータに基づく O4O 戦略の実現を目指している。 
 
第 2節 店舗の概要と顧客経験 
筆者が訪問した On and the Beauty は、ソウル市松坡区蚕室洞の Lotte 百貨店のア
ビニュエルワールドタウー店に 2018 年オープンした、プレミアム H＆B(ヘルス＆ビ
ューティー)店舗である。店舗は 4面が開放された 450㎡(136坪)の開放空間に位置し、
オンライン限定製品を含め、336 個のブランドの 4 万 2000 点の製品を扱っている。 
On and the Beauty の店舗としての最大の特徴は、オンライン上のビッグデータを
基にキュレーションを行い、オンラインとオフラインの境界を崩すショッピング経
験を実現している点にある。その特徴的なサービスが Search ON、Touch ON、Catch 
ON である。 
まず、店頭に設置された鏡の形のデジタルサイネージを用いる Search ON では、
店舗内に陳列された商品のみならず、オンライン上で販売している商品まですべて
検索できる。リアルタイムの販売ランキングや顧客レビュー、アイテム別の売場の
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位置の確認や購買も可能である。次に、Touch ON は、RFID チップ技術を使ったデ
ジタルサービスである。この機器の棚の上に商品を選んで載せれば、その商品の成
分や口コミ、関連商品に関する情報まで即座に得ることができる。最後に Catch ON
は、店内のビューティー・アドバイザーによる 1 対 1 の対面相談サービスであり、
その場でスタッフを呼び出すことができる。 
図表 22 On and the Beauty の店舗風景 
  
  
 
図表 23 オンラインとオフラインの境界を超える購買経験 
   
左からSearch ON、Touch ON、Catch ON 
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マルチブランドを扱う化粧品店舗の場合、ビジュアル・プレゼンテーション要素
を分析する方法としては、2 つの分析を同時に進めなければならない。1 つは、マク
ロ的な観点で行う、店舗外空間まで含めた全体空間の構成に対しての分析である。
もう 1 つは、ミクロ的な観点からの什器内のビジュアル・プレゼンテーション構成
要素に対しての分析である。 
一般には、まずスキンケア・メイクアップ・ボディ＆ヘアの商品カテゴリーでブ
ランドを分類し、消費者が同じカテゴリーの商品を連続的に体験できるようにカテ
ゴリー別に売り場を企画する。次に、ブランドの人気度や収益性により什器の位置
を決め、ブランドごとに割当てされた什器の形や棚の高さに商品を陳列する。その
際に、ビジュアル・プレゼンテーションの VP・PP・IP を適用し、効率的な商品陳
列を展開するのである。次節では、On and the Beauty のビジュアル・プレゼンテー
ション分析を行う。 
 
第 3節 ビジュアル・プレゼンテーションの分析 
第 1項 店舗内のビジュアル・プレゼンテーション 
On and the Beauty の店舗には計 4 ヶ所の入り口があり、店舗内はカテゴリーによ
って次の 5 つのゾーンに分けられている(図表 24)。 
1) ブランドコラボレーションとリアルタイム・ランキングによる商品陳列 
2) メイクアップカテゴリー 
3) スキンケカテゴリー 
4) 香水・ボディ・ヘアカテゴリー 
5) 美容器具とメイクアップ体験空間 
ビジュアル・プレゼンテーションの観点から VP ゾーンに当たるのは、メインの
入口と最も近い 1) のブランドコラボレーションとリアルタイム・ランキングゾーン
である。それ以外の 2)～5)は IP ゾーンとして機能している。1)のブランドコラボレ
ーションゾーンは、人通りが最も多いモールのメイン通路側に位置しており、ブラ
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ンド関係のスタッフが常駐し、顧客との 1 対 1 の応対を行っている。縦型のデジタ
ルサイネージからブランド関連動画が連続再生されることも注目を集めている。リ
アルタイム・ランキングゾーンでは、直近 90 日間に店舗で最もよく売れた商品や最
もよく試用された商品などをビッグデータに基づいて陳列している。 
その他のゾーンは島什器や壁面什器で構成され、ブランドごとに一定の陳列空間
が割り当てられいる。商品をテストしやすく、ストック商品を自分で選ぶセルフピ
ッキングが容易で、IP 要素の役割を忠実に果たしている。 
 
図表 24 LOTTE WORLD TOWERのフロアマップと On and the Beauty のゾーン 
 
 
第 2項 什器内のビジュアル・プレゼンテーション 
通常、単一ブランドだけを扱っている店舗の VP ゾーンは、売り場の入り口から
最も近いところに位置し、シーズン別の新商品を演出・陳列する。人の視線が集ま
る位置に、消費者の印象に残るモデルや商品のイメージカットを大きく露出させる
とともに、商品が取りやすい位置にある下段などには、審美性により焦点を当て、
商品陳列を行うのである。ただし、マルチブランドショップに出店している On and 
the Beauty の場合は、少し事情が違ってくる。 
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300 社以上のさまざまなブランドの商品を陳列しなければならないマルチブラン
ドショップでは、多数のブランドのそれぞれの VP ゾーンを置くのは無理がある。
そのため、個別ブランドが割り当てられた什器の形態や段の高さによって、VP、PP、
IP 要素に見合った陳列をしている。 
図表 25 は On and the Beauty の壁什器と島什器のビジュアル・プレゼンテーショ
ン要素を段の高さやその役割によって図示したものである。棚の中で視認性が最も
高く、有利な位置である VP ゾーン(もしくはゴールデンゾーンとも呼ばれる)には、
注力商品の特性に最大化させるキャッチコピーや視覚的な演出要素を展開させ、顧
客に商品のイメージを強く与えようとしている。PP ゾーンは VP ゾーンにはない商
品の追加情報や他の注力商品の情報を提供し、IP ゾーンは商品が試用しやすい環境
を作っている。このように、1 つの棚の中で、VP、PP、IP をうまく行っているのが、
この店舗の特徴である。 
図表 25 On and the Beautyの什器内のビジュアル・プレゼンテーション分析 
 
 
第 4節 行動プロセス分析 
図表 26 が On and the Beauty のビジュアル・プレゼンテーション分析の結果であ
る。On and the Beauty は Lotte Mall の中でも海外高級ブランドビルである Avenue L
にあり、周りには CHANEL、ESTEE LAUDER、Yves Saint Laurent のような高価コ
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スメブランドが入店している。モールでも動線が最も多く発生しているところにあ
り、かなり広いスペースにゆったりとした什器が配置されているため、一般的な H
＆B ストアより高級感を感じられる。 
図表 26 On and the Beautyの消費者行動プロセス分析 
顧客 店舗空間構成 
行動プロセス 
感情 行動 VP PP IP 総合 
注目する 視線を奪われる     
Attention 
▼ 
Interest 
▼ 
Desire 
▼ 
Search 
▼ 
Conviction 
▼ 
Action 
▼ 
Share 
興味を持つ 止まる     
欲しがる 近づく     
情報を調べる 比較する     
確信する 比較しながら触る     
購買する 選択する     
共有する SNS でシェアする     
注）什器の段の高さによるビジュアル・プレゼンテーションの区別。 
 
一方、On and the Beauty ならではの視覚的な特徴を表す要素が弱いことや、壁什
器と島什器の使い方やその形にも新しさを感じられなかった。加えて、扱っている
ブランドも、すでに他のストアでも見られるものが多いため、新鮮味に欠ける。そ
うした状況において、On and the Beauty のみの最大の差別化要素は、ICT 技術を使
ったショッピング経験の提供である。 
実際に筆者がビューティー・キュレーション機能の Search ON、Touch ON を使
ってみたところ、直感的な UI デザインや豊富な情報量から使いやすいと感じた。何
より、オンライン上で販売している商品を含めた約 12,000 点をすべて比較できるとこ
ろや、関連商品まで推奨してくれる機能等は、その場で客観的な情報を確認できる
ため、購買体験に説得力を与えている。 
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ただし、タッチパネル端末として iPad を使っているため、画面が小さく、見づら
い点で不自由さを感じる。今後は、こうした長所を活かしつつ、On and the Beauty
だからこその顧客体験をより強調するような店舗構成が必要だと考えられる。 
 
図表 27 On and the Beauty の店舗体験 
    
【Search On】90日間の商品ランキングや購買数量などの情報が検索できる。 
全商品・ブランド内・カテゴリー内での順位や商品の情報を検索した人数、購買した人数等がわかる。 
     
【Touch ON】商品設置をテーブルに設置すると、商品の実時間情報、構成成分、口コミ、店舗内位置が確認でき
る。その後、携帯への情報共有も可能である。 
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第 7章 考察と示唆 
第 1節 事例の比較と発見事項 
本研究は O2O の先にある O4O という新しいオンライン・オフライン関係に焦点
を当て、次世代型店舗の VMD 構成要素を分析することにより、VMD 要素と消費者
購買行動を結び付けて考察を行ってきた。事例研究の対象としては、日本と韓国の
新聞記事や雑誌記事に掲載された次世代型店舗の合計 9 店舗を直接訪問し、筆者が
実務から得た VMD 知識と消費者としての経験をもとに、店舗内の VMD 構成要素
と消費者購買行動プロセスとの関係性について詳細に分析した。 
図表 28 が JINS、LAB101, On and the Beauty という 3 つの事例研究における行動
プロセス分析の結果をまとめた比較表である。既存の消費者行動モデルであるAIDMA、
AIDCA、AISAS を統合した消費者行動プロセスの 7 つの評価項目(A-I-D-S-C-A-S)を
用い、3 店舗が各項目をどの程度達成できているかについて、実際に店舗を訪問して
分析した。その結果、それぞれの店舗について、次の点が明らかになった。 
まず眼鏡ブランド JINS の在庫レス・ショールミングストアである JINS Brain Lab.
の場合、7 項目のうち最初の 2 項目、すなわち消費者の能動的な入店を誘導する注目
(Attention)と興味(Interest)が不十分であった。ビックデータを活用する JINS ならで
はの特徴的な AI 技術のスマートミラーBRAIN MIRROR が設置され、眼鏡を試着し
て「似合い度」を測定する楽しみがあるが、消費者の確信(Conviction)を引き上げる
には情報の信頼度や説得力が十分とは言えなかった。 
したがって、JINS Brain Lab.の魅力度をより高めるためには、アプリケーション
からのみ注文可能な新しい注文方式、似合うメガネを見つけてくれる AI 技術などを
活用した革新的な店舗であるということが店舗の外にもわかりやすく露出する必要
がある。店内動線や什器の位置を変える、グラフィックで情報を伝達するなど、い
くつかの方法でこの点は容易に改善できるはずである。 
第 2 の事例である衣類ブランド LAB101 の場合、無人店舗という特性に合う空間
構成や運営方式、セキュリティー、決済システムが提供されていた。したがって、
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LAB101 は Untact(un+contact)マーケティングを効率的に実現していたといえる。7
つの評価項目をすべて満たしており、消費者にとって利便性の高い新しいショッピ
ング経験を提供できている。VMD の観点からも、LAB101 のブランドアイデンティ
ティを表す店舗デザインや適切なビジュアルプレゼンテーションが行われていた。 
しかし、課題がないわけではない。たとえば、突発的に生じる現場の問題にうま
く対応できないという限界もあった。無人店舗としては、何らかの技術的な補完が
行われる必要がある。 
図表 28 事例研究による発見事項のまとめ 
消費者行動プロセス JINS LAB 101 
On and the 
Beauty 
Attention 注目する    
Interest 興味を持つ    
Desire 欲しがる    
Search 情報を調べる    
Conviction 確信する    
Action 購買する    
Share 共有する    
 
第 3 の事例である Lotte Shopping のプレミアム H&B ストア On and the Beauty
も、LAB101 と同様に、7 つの評価項目を全て満たしていた。しかし、店舗構成にお
いて他の H&B ストアとの差をあまり感じられなかった。そのため、次世代型店舗と
いう観点で評価すると、その魅力度はそれほど高くない印象を受けた。とはいえ、
商品情報の提供や購買経験において、オンラインとオフラインを巧みに統合し、ど
のようなチャネルでも同じようなショッピング経験が楽しめることを目指す戦略的
かつ全社的な O4O の取り組みには、今後の成長の可能性が大いに感じられる。 
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第 2節 3 つの事例に共通する示唆 
 前節で述べたとおり、3 つの事例はそれぞれ業種による特徴もあり、消費者行動プ
ロセスの 7 つの段階の実現レベルにおいて相違点が存在する。同時に、これらの事
例には共通点もある。そこで次に、図表 29 に 3 店舗の事例分析から共通して得られ
た示唆をまとめた。 
第 1 の共通点は、たとえ店舗の構成要素が 7 つの評価項目で表された消費者の購
買行動プロセスを完璧に果たしていなくても、ICT 技術をうまく活用すれば補完で
きる可能性が高いという点である。 
図表 29 情報検索と確信を可能にする仕組みと役割 
購買行動 仕組み 役割 
情報検索 
(search) 
 商品付着型(QR コード、RFID チップなど) 
 スマートフォンのアプリケーション、店内の
デバイスを利用し、オンライン上で詳細説明
ページへ移動 
消費者自ら情報が簡単に検
索できる環境の提供 
確信 
(Conviction) 
 商品の仮想試着(眼鏡、服など) 
 パーソナライジング化された情報やクーポ
ンの発信 
 すぐオンラインで購買できるように決済プ
ロセスを設計 
追加情報を提供することで 
購買確信の付与 
決済過程の単純化 
 
調査対象である店舗で ICT 技術がどのように使われているかを確認したところ、
おもに情報検索(Search)から確信(Conviction)に至るプロセスで活用されていた。筆
者自身が店舗でさまざまな ICT 技術を直接体験したところ、以前にはなかった新し
い購買経験が可能であることが実感できた。 
情報検索(Search)の段階では、製品に付けられた QR コードや RFID チップを通じ
て、必要な情報に簡単かつ迅速に到達することができる。購買時にも、店員と対面
で会話したり、レジで並んで順番を待ったりする必要がなく、いつでも好きな時に
オンライン上で購買できた。この仕組みは利便性の高さと斬新な購買経験を提供し
ている。 
しかし、購買の前段階である確信(Conviction)に至るプロセスには限界が感じられ
た。なぜなら、端末のカメラを活用した仮想試着やメイク、AI を活用した商品提案
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などの体験型の技術に課題があるためである。これらの技術は消費者の興味関心は
高めるものの、実質的な購買行動につながるほどの説得力は乏しいのが現状である。 
これらの技術も登場した時点では目新しいものであったが、現時点では新しいも
のではない。たとえば、小売分野に限らず、顧客の顔を認識して 3D の AR 空間に
マッピングするスマートフォンのアプリケーションが存在するなど、顧客側はより
先端的な技術をすでに日常生活で経験している可能性がある。関連技術が日進月歩
に発展し続ける現代の市場環境において、技術的な革新性だけで消費者の購買にま
で到達できると考えるのは、やや楽観的な見方である。 
そもそもの原点に立ち返れば、本稿の第 2 章でも確認したとおり、オフラインの
店舗が持つ強みは、五感全部を活かしたブランド経験ができることである。これは、
オンラインが人間の視覚と聴覚だけにアプローチできることとは対照的であり、五
感を通じた情報の方が質量とも明らかに豊かである。実店舗を消費するだけの空間
ととらえるのではなく、ブランド経験をする空間として明確に意味付け、それを実
現する手段として ICT 技術の仕組みを活用することが必要である。革新的な技術に
依存するだけでは、購買行動に至る顧客経験を提供することは難しい。 
次世代型店舗としては、先端 ICT 技術を導入して便利なショッピング経験を提供
するスマートストア、製品関連のアクティビティを楽しめる体験型ストア、消費者
一人一人に合ったオーダーメイド型サービス提供ストアなど、さまざまな可能性が
考えられる。ICT 技術は今後も店舗で活用される可能性が高いが、ただ技術を採用
するだけに留まらず、より良い顧客経験提供するために、VMD の観点も含めてブラ
ンドや業種の特性に合った店舗を設計し、実現していく必要がある。本稿で提案し
た消費者行動モデルに基づく 7 つの評価項目もその手掛かりとなり得る。 
第 2に、オフラインとオンラインの融合によるメリットを最大限に活かすために、
消費者を小規模のマーケティング主体として認識し、消費者自身が発信したくなる
ような顧客体験の要素を店内に配置すべきである。マスメディアを通じた企業のマ
ーケティング活動が衰退する中、その代案として登場した SNS を活用したバイラル
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マーケティングは、信頼性と拡散性の高い情報伝達手段として有力である。O4O 戦
略の中でも、自然に消費者間で口コミが広がるようなバイラルマーケティングの仕
掛けを考える必要がある。 
SNS を利用したバイラルマーケティングはブランド価値の強化にも有効である。
オフラインの店舗をブランドならではの顧客体験を作り出す場ととらえ、消費者の
バイラルマーケティングを促す売場環境をつくることが必要である。 
 
第 3節 本研究の意義と課題 
最後に、本研究の意義と課題について述べる。本研究は、O2O から O4O へ移行が進む
流通パラダイムの大転換という現象に注目し、マーケティングの観点から議論してきた。
革新的なショッピング経験を設計した次世代型店舗を分析し、その分析方法として、消費
者行動モデルと VMD を融合した新たなフレームワークと評価項目を提案したことに本研
究の意義がある。 
実務的な側面では、顧客のショッピング体験を高める O4O 時代の店舗設計について、
オペレーションのレベルまで具体的かつ詳細に考察し、改善点を提案したことが本研究の
貢献である。実務で店舗構成を考える際によく発生する問題点は、店舗の利便性や効率性
だけを重視してしまうことの限界である。ICT 技術の活用、顧客経験の向上、ブランドの
タッチポイントとしての役割など、O4O 時代には、今まで以上に視野を広げ、多角的な視
点から店舗構成を考えていく必要がある。消費者視点から見た新しいショッピング経験を
提供するために、VMD の観点からも O4O 戦略を検討することが期待される。 
ICT 技術を活用する目的も、デジタル空間のように利便性や効率性を追求するだけでは
不十分である。O4O においても利便性や効率性は重要であるが、それに加えて、消費者の
経験価値を高め、消費者自身が自然と人に伝えたくなるような空間をいかに創出し、消費
者間の相互作用を活かしたバイラルマーケティングをいかに実現するかも考慮すべきであ
る。このことは、企業の出自がオンラインかオフラインかを問わず、いずれのケースにも
当てはまる。なぜなら、O4O はオンラインとオフラインを融合させ、一体化した顧客経験
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を提供するものだからである。 
以上のように、本研究にはさまざまな意義や貢献があるものの、同時に限界もある。ま
ず、事例分析については、あくまでも筆者自身の体験に基づく分析であり、主観的である
という点は否定できない。新たなフレームワークを構築し、仮説を提示するという目的に
おいては十分に価値があると考えるが、今後の研究では複数の分析者による客観的な検証
が必要である。 
同様に、店舗情報を収集する過程で、売上高や入店顧客数などの客観性を立証する定量
的な数値データが入手できないという限界もあった。本研究では消費者の観点および筆者
の VMD に関する専門知識に基づく分析を中心に行ったが、今後の研究では、企業側にイ
ンタビュー調査を行うなど、経営面や戦略面からのアプローチも有効である。 
最後に、本研究は眼鏡や服飾といった複数の製品カテゴリーを対象としているが、広く
はファッション業界に含まれる。小売の実店舗は、当然ながらファッションに限定されな
い。店舗の設計時には、業種、ブランド、製品の種類、SKU、立地、顧客層等、さまざま
な条件を考慮しなければならないため、本研究の発見事項を他の製品カテゴリーや業界に
当てはめて一般化するのは限界がある。 
以上のような課題はあるが、本研究は O4O 時代の VMD 研究としては初の試みであり、
学術的にも実践的にも一定の示唆を与えるものと考えている。今後、ますます多くの業種
や企業が O4O に取り組むことが予想される。O4O 時代にオフラインの店舗を設計する際
には、VMD を通じて人間の五感を活用した顧客体験の場、ブランド価値の育成の場を創
出することが重要であることを最後に再度、強調しておきたい。 
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